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（秋提案）募集期間：平成２７年１０月６日（火）～１０月３０日（金）

現在の道路交通法は人が運転席に
座って運転することを前提に制定され
ており、現状では無人走行車両の実
証実験は不可能

道路交通法第70条
道路交通法第77条
道路法第33条

道路交通法の特例、緩和、若しくは道路法の占有
制度、道路交通法の使用許可制度の拡充により、
公道での無人走行車両の実証実験を可能とする。
安全面においては、レベル３の実証実験で十分な
安全性を確保したうえで①乗客が操作可能な緊急
停止ボタンを設置すること②緊急時に対応できる
よう遠隔操作機能を設置することを事業者に義務
付ける。

現在の道路交通法は人が運転席に
座って運転することを前提に制定され
ており、現状では無人走行車両の運
用は不可能

道路交通法第70条

道路交通法の特例、緩和により、無人走行車両に
よるロボットタクシーの運用を可能とする。
安全面においては、レベル３の実証実験で十分な
安全性を確保したうえで①乗客が操作可能な緊急
停止ボタンを設置すること②緊急時に対応できる
よう遠隔操作機能を設置することを事業者に義務
付ける。

現行道路運送法では、一般乗用旅客
自動車の貨物輸送は認められておら
ず。通常のタクシーはもとより、ロボッ
トタクシーによる生活物資等の配送は
不可能。

道路運送法第82条

道路運送法の特例、緩和により、無人走行のロ
ボットタクシーによる生活物資等の配送を可能に
する。
安全面においては、レベル３の実証実験で十分な
安全性を確保したうえで①乗客が操作可能な緊急
停止ボタンを設置すること②緊急時に対応できる
よう遠隔操作機能を設置することを事業者に義務
付ける。

現行の道路運送車両法では「ハンド
ルなし・アクセルなし」の車両での実
証実験及び運用は不可能

道路運送車両法第41条

道路運送車両法の特例、緩和により、「ハンドルな
し・アクセルなし」の車両による公道での実証実験
及び運用を可能にする。
安全面においては、レベル３の実証実験で十分な
安全性を確保したうえで①乗客が操作可能な緊急
停止ボタンを設置すること②緊急時に対応できる
よう遠隔操作機能を設置することを事業者に義務
付ける。

山口県

（ロボットタク
シーに係る追
加共同提案
者）

周防大島町
ロボットタク
シー（株）

地域資源を活
用した新たな
ビジネス創出
特区
“「小さな拠点
の活性化、雇
用創出、新た
なエネルギー
活用」のため
の総合改革拠
点”

提案主体の
氏名

又は団体名
提案名

事業の実施
場所

・元気生活圏の基幹的集落と周辺集落
との生活交通の確保
・高齢者の生活を支える生活物資の配
送手段の確保
・山口県発の中山間地域生活交通モデ
ルの全国への水平展開

　日常生活支援機能等を拠点化した基幹的
集落を中心とするネットワーク圏を形成し、
近隣の中心都市と連携しながら、地域産業
振興と人口定住促進を図る山口版「小さな
拠点」となる「やまぐち元気生活圏」を支え、
活力を与えるため、地域資源を活用した新
たなビジネスを創出・誘致するとともに、近未
来技術を活用したロボットタクシーの実証実
験、住民の日常生活を支える交通手段等の
確保とビジネスモデルの構築を図る。
　また、山口県オリジナルの支援スキームの
もと、中山間地域等における女性の創業を
促進するとともに、新たなビジネス創出の主
役となる中小ベンチャー企業の事業承継を
独自の手法で円滑化する。
　さらに、高純度で日本有数の生成量を誇る
副生水素を活用した新たな産業創出と地域
づくりを進め、先進的なモデルを構築し、全
国への水平展開により水素エネルギー社会
の加速化につなげていく。（詳細は別紙）

【近未来技術を活用した中山間地域を支え
る交通手段の確保と産業化】
○自動運転技術によるロボットタクシーの実
証実験と運用

事業の実施を不可能又は困難とさせ
ている規制等の内容

山口県内
(ロボットタク
シーについ
ては周防大
島町内）

規制等の根拠法令等
規制・制度改革のために提案する新たな措置の内

容
事業を実施した場合に想定される経済

的社会的効果
具体的な事業の実施内容
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（秋提案）募集期間：平成２７年１０月６日（火）～１０月３０日（金）

提案主体の
氏名

又は団体名
提案名

事業の実施
場所

事業の実施を不可能又は困難とさせ
ている規制等の内容

規制等の根拠法令等
規制・制度改革のために提案する新たな措置の内

容
事業を実施した場合に想定される経済

的社会的効果
具体的な事業の実施内容

農事組合法人が実施できる事業は、
農業協同組合法により、農業関連事
業に限定

農業協同組合法第72条
の8

農業協同組合法の特例により生活支援サービス
の提供を実施可能な付帯事業とする。

農家レストランは農用地区域内にお
いては、農地転用許可の制限等によ
り設置困難

農業振興地域の整備に関
する法律第3条第4号

集落営農法人や地域コミュニティ組織が地域で生
産される農畜産物等の提供をおこなう農家レスト
ランについて、農用地区域に設置できるよう要件
緩和する。

地域コミュニティ組織や農事組合法人
については、旅館業法の特例が非適
用となるため、客室面積33㎡未満の
農林漁家民宿の開業不可

旅館業法第3条第2項
法人化している地域コミュニティ組織等が運営す
る場合は、旅館業法の特例を適用する。

受入地域協議会や地域コミュニティ組
織等が、体験型旅行に係る企画募集
や、宿泊、交通の手配を行う場合、旅
行業者の登録が必要となり、旅行業
務取扱管理者設置や営業保証金の
供託などを行わなければならない。

旅行業法第3条、第7条

法人化している地域コミュニティ組織等が、当該組
織の構成員である宿泊業者や旅客自動車運送事
業者の宿泊施設、運送機関を利用した少人数の
体験型旅行の企画募集等を行う場合は、
①旅行業法の適用除外とする。　　　　又は
②旅行業法における下記事項については、適用
除外とする。
　・旅行業務取扱管理者の設置要件
　・基準財産要件
　・営業保証金の供託

移住促進による地域活性化を推進す
る地域コミュニティ組織等が、暮らし
体験ツアーを企画募集する場合、旅
行業者の登録が必要となり、旅行業
務取扱管理者設置や営業保証金の
供託などを行わなければならない。

旅行業法第3条、第7条

法人化している地域コミュニティ組織等が、移住促
進を目的として行う暮らし体験ツアー等の企画募
集等を行う場合は、
①旅行業法の適用除外とする。　　　　又は
②旅行業法における下記事項については、適用
除外とする。
　・旅行業務取扱管理者の設置要件
　・基準財産要件
　・営業保証金の供託

地域経営を行おうとする地域コミュニ
ティ組織がＮＰＯ法人化する場合、認
証までに時間がかかる。

特定非営利活動促進法
第10条第2項

地域コミュニティ組織等がＮＰＯ法人化する場合に
ついて、設立認証申請時の縦覧期間を短縮

山口県

【中山間地域の未利用資源を活用したビジ
ネスの創出】
○中山間地域の基幹産業である農業分野
の新たなビジネス展開の促進
○中山間地域の資源や特性を活かした付加
価値の高いツーリズムによる交流ビジネス
の創出
○元気生活圏を支える地域コミュニティ組織
等によるビジネスの創出

○ 中山間地域の基幹産業である農業
分野の新たなビジネス展開の促進
・ 集落営農法人の収益拡大を通じた雇
用力の強化
・ 地域住民の日常生活環境整備の促
進

○ 中山間地域の資源や特性を活かし
た付加価値の高いツーリズムによる交
流ビジネスの創出
・小さなヘルスケアビジネスモデルの創
出
・湯治客の長期滞在化による経済効果
の拡大や、観光客や住民向けの健康づ
くりの促進
・交流人口の拡大

○ 元気生活圏を支える 地域コミュニ
ティ組織等によるビジネスの創出
・生活圏における基幹的集落の運営・
経営を行う地域コミュニティ組織の育成
・持続可能な活動のための運営基盤の
強化による住民主体の課題の解決促
進
・空き家利活用の促進
・移住の促進

地域資源を活
用した新たな
ビジネス創出
特区
“「小さな拠点
の活性化、雇
用創出、新た
なエネルギー
活用」のため
の総合改革拠
点”

山口県内
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（秋提案）募集期間：平成２７年１０月６日（火）～１０月３０日（金）

提案主体の
氏名

又は団体名
提案名

事業の実施
場所

事業の実施を不可能又は困難とさせ
ている規制等の内容

規制等の根拠法令等
規制・制度改革のために提案する新たな措置の内

容
事業を実施した場合に想定される経済

的社会的効果
具体的な事業の実施内容

国の補助金等を活用して建設された
廃校等の公共施設を誘致事業者の
利用に供する際には、補助金等適正
化法に基づき、転用の手続きやこれ
に伴う補助金の返還などが必要とな
ることが多い

補助金適正化法第22条

市町と地域コミュニティ組織等の合意の下に作成
された地域の将来計画等に遊休公共施設の活用
方針が明確に位置づけられている場合は、補助
金適正化法の特例により、転用の制限緩和や手
続きの簡素化を図る。

サテライトオフィスの誘致活動を行う
ために、首都圏と山口県内の両方で
活動を行うＮＰＯ法人を設立すること
としているが、認証までに時間がかか
る。

特定非営利活動促進法
第10条第2項

地域コミュニティ組織等がＮＰＯ法人化する場合に
ついて、設立認証申請時の縦覧期間を短縮

誘致活動を行うＮＰＯ法人が、視察ツ
アー等の企画募集する場合、旅行業
者の登録が必要となり、旅行業務取
扱管理者設置や営業保証金の供託
などを行わなければならない。

旅行業法第3条、第7条

誘致活動を行うＮＰＯ法人が視察ツアー等の企画
募集等を行う場合は、
①旅行業法の適用除外とする。　　　　又は
②旅行業法における下記事項については、適用
除外とする。
　・旅行業務取扱管理者の設置要件
　・基準財産要件
　・営業保証金の供託

銀行法による金融機関が一般事業会
社の議決権の５％を超えて取得し、又
は保有することの禁止規定（５％ルー
ル）があることにより、金融機関の出
資に制約

銀行法第16条の3
銀行法の特例により、現行の議決権の取得の制
限を緩和(創業支援会社について、「特定子会社」
等と同様の取扱いとする）

女性創業支援会社が委託を行う際
に、事業によっては、必要な免許や許
可等を女性創業支援会社が取得する
ことが必要な場合や法人登記の「目
的」に当該事業の記載が必要な場合
がある

食品衛生法第52条
酒税法第9条　等

インキュベーション支援という設立趣旨から、実質
的な事業執行主体である受託者が免許や許可等
を取得すれば足りるというみなし規定の適用

農家レストランは、農用地区域内にお
いては、農地転用許可の制限等によ
り創業困難

農業振興地域の整備に関
する法律第3条第4号

地域で生産される農畜産物等の提供をおこなう農
家レストランについて、農用地区域に設置できるよ
う要件緩和する。

【新たなビジネス創出の主役となる中小・ベ
ンチャー企業の事業承継促進】
○ 証券会社による第三者割当増資の引き
受けよる円滑な事業承継促進

・ 経営者の世代交代を促進し、若手経
営者の思い切った経営革新により、新
たなビジネス創出や経営革新を促進
・ 事業継承不安を解消することにより、
新たなビジネス創出のための投資を促
進

中小企業投資育成会社だけに限定さ
れているため、身近な地域において
制度活用を可能とすることが必要

中小企業投資育成株式
会社法

中小企業投資育成株式会社法の直接改正とはな
らないが、同法の適用を受けている３会社のみ認
められている引受株価算定方式を、友好保有等
一定の条件の下に一般の証券会社に適用

山口県

【中山間地域の資源を活用したビジネス誘
致】
○中山間地域へのビジネス誘致による移住
者と雇用の創出

・若者を中心とするＵＪＩターン者の増加
・若者や女性の雇用の場の創出
・テレワーク等の新しい働き方の普及・
浸透を通じた若者・女性の定住
・多様な人材の交流による新たな事業・
サービスの創出
・廃校や古民家などの遊休施設の利活
用の促進
・新しい集落活性化モデルの構築

山口県内

地域資源を活
用した新たな
ビジネス創出
特区
“「小さな拠点
の活性化、雇
用創出、新た
なエネルギー
活用」のため
の総合改革拠
点”

【女性創業によるビジネスの創出】
○金融機関の女性創業応援会社への参画
促進
○女性創業支援会社の円滑な事業運営
○女性の「農家レストラン」「農家民宿」の開
業の促進

○金融機関の女性創業支援会社への
参画促進
・銀行からの増資が可能となることによ
り、本県独自の創業支援の強化と民間
主導の持続可能なスキームへの移行
が可能

○ 女性創業支援会社の円滑な事業運
営
・女性創業支援会社が女性創業希望者
を支援する際の手続きの簡素化によ
り、女性創業支援を迅速かつ円滑に推
進し、女性創業を促進

○ 女性の「農家レストラン」「農家民宿」
の開業の促進
・女性の活躍促進
・ビジネスモデルの多様化（隣接農地で
採れた野菜を活用した食の提供等）
・女性の農業参入を通じた、「半農半X
型」定住・移住の促進
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（秋提案）募集期間：平成２７年１０月６日（火）～１０月３０日（金）

提案主体の
氏名

又は団体名
提案名

事業の実施
場所

事業の実施を不可能又は困難とさせ
ている規制等の内容

規制等の根拠法令等
規制・制度改革のために提案する新たな措置の内

容
事業を実施した場合に想定される経済

的社会的効果
具体的な事業の実施内容

山口県
ガス事業法では大口ガス事業として
の届け出が必要（企業間の水素ガス
融通が困難）

ガス事業法第2条第7項、
第37条の7の4、第37条の
9、第38条、施行規則第4
条

融通企業同士が水素エネルギー利用に係る契約
を締結し責任を明確にすることで「密接な関係」と
みなして届け出が不要な「特定供給」により企業間
の水素ガス融通を可能にする。

水素パイプライン敷設に対する技術
基準がないため、敷設に当たっては、
独自の水素漏えい防止対策等が必
要

-
パイプライン設置のための早期の技術基準の制
定

「純水素ボイラー型貯湯ユニット」につ
いて現行の家庭用ガス温水機器に準
じた日本工業規格がない

工業標準化法
現行の家庭用ガス温水機器に準じた日本工業規
格の制定（家庭等への普及促進を図るためには、
ＪＩＳ認証による安全性の担保が必要）

燃料電池フォークリフトの公道走行に
ついては、道路運送車両法（車両登
録・車検）、自動車損害賠償保障法
（自賠責保険）道路交通法（運転免
許）により、現行法では一定の要件を
満たすことが必要

道路運送車両法（車両登
録・車検）
自動車損害賠償保障法
（自賠責保険）
道路交通法（運転免許）

走行エリア・走行目的等を限定した許可や、仮プ
レートの交付等の規制緩和により燃料電池フォー
クリフト公道走行を可能にする。

液化水素の海上輸送に係る基準がな
い

船舶安全法
液化水素の陸上輸送に準じた新たな基準の早期
制定

液化水素の陸上輸送を実施する場合
の長大トンネル（5,000m以上）の通行
規制

道路法第４６条第３項 長大トンネルの通行規制の緩和

（以下水素関
係の提案に
係る共同提案
者）

周南市
㈱トクヤマ徳
山製造所
東ソー㈱南陽
事業所
出光興産㈱
徳山事業所
㈱トクヤマロ
ジスティクス
長府工産㈱

山口県内

地域資源を活
用した新たな
ビジネス創出
特区
“「小さな拠点
の活性化、雇
用創出、新た
なエネルギー
活用」のため
の総合改革拠
点”

【副生水素の利活用による新たな産業創出
と地域づくり、先進的モデルの形成】
【水素エネルギー社会の加速化】
○高純度副生水素の回収及びコンビナート
間の融通
○水素を地域に供給・利活用するためのパ
イプラインの設置
○「純水素型燃料電池システム」に組み込ま
れる「純水素ボイラー型貯湯ユニット」の開
発
○燃料電池フォークリフトの利用促進
○液化水素輸送コンテナを活用した海上輸
送等の実施

・ 水素ステーションを核とするまちづくり
と水素を活用した新たなビジネスづくり
の促進
・ ４大都市圏以外の先進的なモデルと
なるサプライチェーン（インフラとなるパ
イプラインの整備、純水素型燃料電池
の普及促進、水素の広域輸送など）の
構築
・全国の苛性ソーダ工場立地エリアで
適用可能なモデルとして水平展開
・ 「東京オリンピック・パラリンピック」を
契機とする水素エネルギー社会の加速
化を図ることが可能
・コンビナート企業から発生する大量か
つ高純度の副生水素を液化し、全国各
地に輸送することによって、水素エネル
ギー社会の到来を加速化
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